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1.6結論
一訳者はしがき―
本稿は，デヴィッド・グリンリントンとピーター・サーモン編集の『ニュージーラン
ドの環境法』（トムソン・ロイターズ，ウエリントン， 2015年 ：David Grinlinton and 
Peter Salmon QC (General Editors), Environmental Law in New Zealand, (Thomson 
Reuters, Wellington, 2015)の編者のひとりたるデヴィッド・グリンリントンの巻頭論
文「自然の定義と環境法の限界」 (Chapter1 David Grinlinton, Defining the Nature and 
Boundaries of Environmental Law) を訳出するものである。
1.1 環境法の定義にかかわる問題
環境法のテキストを執筆するすべての者が直面する最初の課題は，その主題が及ぶ範
囲を確定することである。環境法の領域確定を試みる際にまず中心となるのが，はたし
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てそれが「真の」あるいは「正当な」法的カテゴリーなのか否か，そしてもしそうだと
すればその理由は何なのか，ということである。環境法がいまや法的カテゴリーとして
承認されていることは疑いない。すなわち，世界中の法学部で講義科目として教えられ，
無数の書物や法律雑誌でその主題が論じられ，弁護士事務所のなかに環境法に関する特
別のセクションが設けられ，またさらに環境問題を専門的に扱う裁判所が多くの国ぐに
において設立されてきている。環境法に関する講義科目や研究者の議論，そして法実務
において関心がもたれているさまざまなタイプの法や法原則，政策に関わる研究，等々
を通じて，その主題がいかなる範囲に及ぶのかに関するわれわれの理解が進展してきて
いる。しかしながら，その主題の明確なる境界画定はいまだなされていない。したがっ
て環境法に関するテキストにおいては，さらに哲学的，法学的意味においてその主題を
定義し，境界を確定し，その存立を正当化することが求められているのである凡
契約や不法行為，犯罪や財産といった法の主題として確定された領域は，歴史的には，
諸個人が社会のなかで他者とうまく調和して生きていくことを促す，経済的，社会的な
権利，自由，そして責務の内容を明らかにし，それらを運用していくことを目的として
いる。 トニー・オノレ (TonyHonore)が指摘するように，「すべての法は社会もしく
は集団の法である。」2)。法は「それ自身として単独では存在しない」3)。このいずれの指
摘も，法を生みだす社会を考慮に入れ，その内容を明らかにする一助となる叫
環境法は既存の他の多くの法律分野からは独立した側面を有している。環境法は人び
とのあいだの経済的，社会的相互関係からのみによって形成されているのではない。そ
れは，人間も当然としてその一部をなしている環境の生態学上の制約のなかで，個人も
社会も調和しつつ共存していかなければならないということのゆえにも形成されている
のである。したがってそれは，必然的にダイナミ ックで順応性のある，極めて複合的で
ユニークな分野である。そしてそれと同時に，人間の社会的，政治的，経済的な関心事
とは極めて無関係な科学的真理と生態学的要請によって形成され，制約されているので
ある。
1.2 環境法は「環境に関する法」 ("thelaw of the environment")か？
環境法の領域確定のためのひとつのアプローチとして，「環境」という用語から論理
的に導き出される「環境法」の意味によって，ことばの意味を明らかにすることがまず
最初に試みられるべきことである。しかしこのアプローチには問題がある。というのは，
「環境」という概念は複雑かつ極めて文脈依存的で相対的であるので，定義することが
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困難だからである5)。一定の文脈の下での用法に依拠したさまざまな「環境」の意味の
内，ひとつもしくはそれ以上の意味を記述することも可能である見 さらにまた，ある
特定の文脈下での意味が，それを用いている人の特定の視点や関心，専門分野や文化，
信念および／もしくは（諸）動機を反映することもある叫
環境に関する法令上の諸定義のなかに一定の手がかりを見いだすことができる。それ
らの定義は，自然的，生態学的な諸要素に主として着目したものから，社会的，経済的，
文化的そして美的といった，人間の世界に存在するさまざまな要素を含むわれわれ人間
の関し事と一体となった諸要素に着目するものまで，それらの定義は極めてバラエティ
に富んでいる。前者の例としてはつぎのようなものがある。すなわち，「空気や水，土
地といった生物の生活環境のすべてもしくはそのいずれかのもの」8)や，「空気や土地，
水，動植物，および生態系」9),等々である。
そのような定義はときには，植物系や動物系，そして人間の生態学上の諸要素に明示
的に言及していなかったり，あるいはそれらのことがらに注意が向けられている場合で
も，それらの諸要因内もしくは諸要因間，そしてそれら以外の自然の要因との生態学上
の相互関連を無視したりしている。そして，人間に焦点を合わせたより広範な環境の定
義は，つぎのようなものを含んでいる。すなわち，「個人や社会のさまざまな集団に影
響を及ぼす人間を取りまく周囲の状況 (surroundingsof humanity)のすべての側
面」10); および，「個人や社会の生活の背景や周囲の状況，条件を形づくる一ーありの
ままの，あるいは感じ取られている一一複雑な相互関係を有する諸要因の複合体」l)。
これらの定義は多くの場合に広すぎるゆえに，実践的な意味においては環境法の境界
を確定する一助とはならない12)。人びとを取りかこむ周囲の状況には社会的要因が含
まれている。そしてそれらは，社会的相互関係が必然的に影響を及ぼすわれわれ人間の
自然的，生態学的な周囲の状況としばしば一体化し，また，それらの自然的な周囲の状
況から影響を受けている。個人や集団の周囲の社会的状況や相互関係に関する法原則や
ルールが，環境法の定義のなかに含まれているとするならば，環境法の主題の範囲は
「法」 一般の範囲とほぼ同じになってしまう。なぜならば，そのような相互関係とかか
わりを有しない法領域はあり得ないからである。したがって，そのような広義の定義は，
現在の環境法の総体 (juridicalcorpus)を明示するためには， 実践的にはあまり役に立
たない13)。
そしてさらなる批判は， （人間を含む）有機体にと って外在的なことがらに焦点を合
わせる定義は，生態学上の決定的原理，すなわち，すべての有機体と個人は必然的にそ
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れをとりまく環境の一部である，という原理を見落としているというものである14¥
定義の第 3のカテゴリーは，人間を取り囲む環境と人間との相互関係に言及しているが，
生態学上のインパクトを有する関係に限定し ようとしている。たとえば， 1970年のビク
トリア環境保護法 (VictorianEnvironmental Protection Act 1970) は環境をつぎのよう
に定義している： 15) 
……土地，水，大気，気候，音，人間を取り囲む匂い，味，動植物の生態学上の要素，そして
美的な社会的要素を含む，人間を取り囲むものの自然的要素
1991年のニュージーランド資源管理法 (NewZealand Resource Management Act 1991 
(RMA))で用いられている定義もまたこのカテゴリーに属している： 16) 
環境は以下の事項を含む
(a) 生態系および人間，社会を含むその構成物；
(b) すべての自然的，物理的資源；
(c) 快適さに資するもの (amenityvalues) ; および
(d) (a)から (c)における事項に影響を及ぼすかもしくは
それらによ って影響を受ける，社会的，経済的，美的，文化的な状況
これらの定義は，人間は必然的にそれをとりまく生態系とより広い自然環境の一部で
あることを認めている。しかしながらその定義は，特定の法令のなかに包含されうる事
項の種類を現実的な範囲に限定しようとしている。それらは環境法の領域に対してより
実効性ある検討事項を提供しているが，それらは主として自然的，生態学的，そしてそ
れらに関連する社会的条件もしくは状態を扱っている。慎重な法的カテゴリーもしくは
主題領域に関する定義にはより明確なる概念枠組が必要である。その枠組みは実践のレ
ベルにおいては，整合的で機能的に相互に関連する，法的に認知され，行使され，強制
可能な一連の権原，責任，権利，および義務が存在することが不可欠である。われわれ
の法体系においては，これらの要素はコモンローと制定法の双方の産物であり，それは
本書の次章で詳細に環境法の文脈において検討される。理論的なレベルにおいて，理想
的には一一法的プロセスにおける行政上，司法上の諸要素を通じて行使される一ー政策
決定や裁量権行使に関して情報を提供し，導いていくための規範原理を提供する倫理的
基礎が必要である。これらの諸要素については本章において検討する。
1.3 生態学，環境倫理，環境法
生物圏の物質的，生物的な諸要素と人間との相互関係を組みこんだ環境の定義の大半
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は極めて人間中心的なものである。「自然界と物質界の資源」 ('naturaland physical 
resources') , 快適さに資するもの (amenityvalues), 美的，文化的，経済的． 等々の検
討事項はしばしば定義のなかに含まれている17¥
これらの要因は人間が—―—彼らの経済的価値や快適さ，景観上の美しさ，あるいはそ
の他の環境に関わる特性，等々にとって有用であるか否かによって一ー評価するもので
あるゆえに，それらが人間の尺度で測られるのは当然である。環境に関わる諸要因に対
して与えられる諸価値や評価は，人間が純粋に環境を中心に据えたアプローチに依拠す
ることは経験上不可能であるが故に，人間中心となることはおおよそ避けることはでき
ない。われわれは人間として，自らの視覚や知識，経験，そして信念の体系などを通し
て自然界を理解できるに過ぎない。それを否定することは，「デイープ・エコロジー」
("deep ecology")の多くの主唱者によって批判されている，まさに人間中心主義
(anthropocentrism) を事実上永続化することである 18)。マイケルソン (Mickelson) と
リイーズ (Rees)が指摘するように，「……環境法は自然そのものからではなく自然に
関する人間の理解から導き出されている」19)のである。人間中心主義対ディープ・エコ
ロジーの論争を検討するなかで，グレイ (Grey)は同様な結論に至っている： 20) 
デイ ープ・エコロジーにおいて問題となっていることは，惑星の生命体系の質を低下させる人...... 
問活動の結果として生じている。しかしこのような判断は，人間が有する志向に依拠した一組
の価値 （すなわち，序列化された志向）を前提とする場合にのみ可能である。われわれは人間
中心主義をではなく ，とくに短絡的で視野の狭い人間の利益と関心事という観念を拒否しなけ
ればならない。
ディープ・エコロジーのアプローチには理論上の固有の難点とパラドクスがあるにも
かかわらず，環境と人間の相互関係を調整する生態学により適したアプローチを追及す
ることが必要だということが，極めて一貫して，ますます受けいれられてきている。す
でに1864年の段階で，アメリカ初期の外交官で自然保護主義者であったジョージ・パー
キンス・マーシュ (GeorgePerkins Marsh) は，自然と，人間がより持続可能な方法で
土地や資源を利用することの必要性という，両者の相関性を指摘している21)。彼の作
品は何度も版を重ね， 150年以上も前に書かれたものではあるが，今日においても多く
の点で重要である2)。初期の生態学と環境倫理23)に関する文献のなかで画期的な作品
としては： Aldo Leopoldの A Sand County Almanac in 194924) ; 1962年の Rachel
Carsonの SilentSprin炉5); 1967年の LynnWhiteの "TheRistoガcalRoots of our 
&ologic Crisis"26) ; 1968年の GarrettHardinの "TheTragedy of the Commons'27) ; 
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1968年の Pauland Anne Ehrlichの ThePopulation Bomb28) ; そして， 1972年のロー
マ・クラブ (Clubof Rome) の TheLimits to Growthに関する報告29),等々をあげる
ことができる。これらの著作は，人口過剰や土地，大気，水の汚染，森林伐採，砂漠化，
自然資源の枯渇，生態学上および進化上の中断，そして気候不順，等々の，環境の危機
の存在とその諸帰結についてのわれわれの認識を大いに高めている30)。そしてこのよ
うな認識は，これらの問題の対応に向けられた国際的合意や対策，各国の法や政策，
等々の展開に貢献している。
科学者や哲学者のこれらの業績と歩調を合わせて，環境倫理に関する法的諸側面を論
じる萌芽的文献もあらわれてきている。すなわち，若干の名前を挙げるならば，ジョセ
フ・サックス (JosephSax) 31 J, カロール・ローズ (CarolRose) 32), エリノー・オスト
ロム (ElinorOstrom) 3> , エデイス・プラウン・ワイス (EdithBrown Weiss) 34), ジョ
セフ・グス (JosephGuth) 35>, クラウス・ボッシェルマン (KlausBosselmann) 36l, ケ
ヴィン・グレイ (KevinGray) 37), およびロン・エンゲル (RonEngel) 38)等々の著作
である。それらは，現代の環境法の発展に関する情報を提供し，また環境法の展開をさ
らに推し進めるような，より具体的な倫理上の関心事や実践的考察に関する有益な概観
を提供している39)。
環境倫理の領域での法に対する最大の挑戦のひとつは，法はいかにして一一少なくと
も人間によって認識された物としての—自然と生態系に固有の価値とうまく調和し，
またそれらを保護することができるのかという問題に取り組むことである。 1970年代の
初期に，クリストファー・ストン (ChristopherStone) 10)やローレンス・トライブ
(Lawrence Tribe)41)といった法学者たちは，自然物（たとえば森や海，川）は，法的
手続きを通じて承認され，保護されることのできる，法的意味での権利を有するものと
承認されるべきでだと示唆することで，従来からの伝統的な法的思考に挑戦した。当時
のストーンの仕事は，シィエラ・クラブ (SieraClub)のような公共の利益を担う団体
が，自然環境保全地域の生態学的一体性と美的な美しさに対して，有害な作用を及ぼし
うる開発に反対することを阻止するような当事者適格 (legalstanding) をめぐる問題
によって動機づけられていた。自然物に対して法的権利や法的人格を付与するという考
えは，現在でもさまざまな方面からかなり懐疑のまなざしをもってみられている。とこ
ろが最近，ニュージーランドでファンガヌイ川 (WhanganuiRiver) に関してその考え
が適用されている。当該地域のマオリとのワイタンギ条約体制 (Treatyof Waitangi 
settlement)の一部として，ファンガヌイ 川はたとえば一般の会社と同様に法的人格が
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与えられ， 一定の強制可能な権利と利害関係を有するのである。ニュージーランド政府
と当該地域のマオリは，川に関わる利害関係を保護するための「守護者」
(" guardians")の役割を分担しているのである42)。2008年のエクアドル憲法には，現在，
「自然の権利」 ("rightsof nature")を保護する章があり，また，それらの権利承認を
強制する権利を国民に与え，また国に対してはそれらの権利を保護する義務を課してい
る43)。類似の傾向としていくつかの国の裁判所は，将来世代のために訴えを提起する
当事者適格を現在の世代の人びとに与えている44)。
そのようなアプローチの限界のひとつは，環境保護を一一私人間の私的権利義務に関
わる紛争解決を主として意図されている， もしくは，現に環境問題が生じた場合にはそ
の問題に対処するために立法を行うことで対応するような一——現行の伝統的法構造のな
かに押し込めようとしていることである。そのようなアプローチは生態学的，科学的な
プロセスの実態を反映しておらず， したがって根本的に欠陥があると主張する理論家も
いる。スイスの環境法学者たるスタファン・ウェスタールント (StaffanWesterlund) 
は，持続可能な発展にと っての必要条件とは生態学上の持続可能性である，と論じてい
る。環境法の理論的基礎が「環境に関わる自然科学と十分に両立しえないとすれば，そ
の理論枠組は的外れであるとは言わないまでも不十分である。」45)。過去半世紀間の法
的文脈での生態学上，環境倫理上の議論における最も明確な成果は，持続可能な開発
(sustainable development) 46), 予防的アプローチ (precautionaryapproach) 47), 世代間
衡平 (intergenerationalequity) 48)といった，環境政策と環境法に関わる国際的に承認
された規範的もしくは基本的な諸原則の展開であろう 。それらの諸原則は過去20年間に
おいてさまざまな国の国内法のなかに徐々に取り込まれてきている49)0 
1.4 環境法の作業定義
「環境」が有する複雑かつ多面的な性質と，人びとの相互作用と生物群集
(ecological community) におけるその他の要素との倫理的な諸次元の存在が，環境法
を定義する際に直面する課題を物語っている。射程の広い定義は実践的目的にと っては，
主題領域の範囲と境界を明確にするためにはあまり役に立たない。それとは逆に，動植
物の生息地保護や保全，自然資源の管理，そして公害防止といった，環境に関する伝統
的な規制領域に依拠した射程の狭い定義は，ダイナミックで変化のはやい分野において
は限定的すぎて，時代遅れである。ジョン・コール (JohnCole) はコモンローの文脈
においてつぎのように示唆している： 50) 
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環境法は，さまざまな法領域を「ピジョンホール式分類法」 ("pigeonholing")で容易に分
類することを可能とするような，排他的領域性を有していないしまた有することもできない。
それば法律に依拠した分類というよりは機能にもとづく分類である。
明確で概念上一貰した環境法の定義を行うことの 不可能ではないが一一困難さを
認めつつも，自然環境や 自然環境に影響を及ぼす 人間の相互関係への対処のあ
り方に関わるコモンローと立法の主題を，プラグマティックなアプローチによって検討
しなければならない。環境をめぐる紛争解決のための機構や手段，諸規則の実施，およ
び意思決定などは極めて重要である。法的な権利行使における文化的，時間的な制約や
法的義務の順守，環境に関する裁量権行使などとともに，国際的な次元をも考慮に入れ
られなけれればならない。これら諸事項すべてを適度に簡潔なかたちで組み込みつつ
一ーそして，「将来への人質」 ('hostageto future') SJ)になるという危険を負いつつー一
環境法はつぎのような諸要因を包含するものとして定義されることができるだろ
、• 52) っ．
生物圏の自然的，生態学的諸要素の利用，管理，および保護に直接かかわりを有し，そして
また，これらの自然的，生態学的諸要素と人間および人間どうしの相互関係，さらにはそれら
の要素と自然および自然間の相互関係のさまざまな影響に直接にかかわりを有する， 立法，コ
モンロー原則，判決，および行政上の機構と手続き
この定義は排他的なものではない。それは， 上で指摘した自然的，生態学的，人間的
な諸要素や相互関係にかかわる，国際文書や慣習法，強制力を有する政府の政策，そし
て付随的立法などから導き出される，規範的な諸原則を含むものとして読まれなければ
ならない。そしてこれらの諸要素と相互関係は，持続可能性と世代間衡平の概念と完全
に順応するために，時間的連続性において考察されなければならない。
1.5 コモンローにおける独立した部門としての環境法の歴史的，哲学的，法学的な正
当化
すでに論じたように現在では環境法は法的な議論，教育，実践そして規制，等々の独
立したカテゴリーとして広く認められている。しかしながらその境界はなお明確ではな
い。これは，主題とする事項のさまざまな要素が有している複雑さと不確実性からくる
不可避の帰結である。生物圏に存在する非人間的要素が有する固有の価値や，自然と野
生が有する美的価値，生態学的持続可能性や世代間衡平といった概念は，緻密に定義さ
れた法的権原や権利，義務に依拠し，相対的に厳密な手続き上，解釈上のルールを伴う
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伝統的なコモンローの枠組のなかには，適切なる位置を有していない53)。さらに，さ
まざまな行政上の手続きや裁量，準司法的意思決定とならんで，環境と人間の相互関係
を統制する広範なる第 1次的，第 2次的な法的ルールや法原則は，環境法以外の伝統的
な法的主題領域には存在しない，法的，学際的，そして哲学的な多様性を環境法の領域
に持ちこんでいる。
したがって，環境法に対する哲学的，法学的な正当化を試みることは有意義である。
環境法の哲学的な基礎に関する議論において ： ノヨ ／・コイル (SeanCoyle) とカレ
ン・モロウ (KarenMorrow)はつぎのようにのべている： 54) 
哲学的，歴史的な意味を伴なわない環境法は，生気がなく血の通わない生き物と同じであ
る；固有の価値観と哲学的な深みを吹き込まれた環境法は，暫定的にのみ入手可能であり，す
ぐに永遠に喪失してしまう，知的な産物をあらわしている。
1.5.1 「真の」法的主題？
環境法は，明確な学問的基礎を有していると論証しうる真の法的カテゴリーと考えら
れうるか否か，ということがしばしば問われている55)。あるいはそれは，人間が活動
したり力を注いでいる分野に対して実用主義的に適用される， 一定の関連性を有した法
的ルールや原則が入った入れ物にすぎないのか56)。このことからさらに，ある法領域
が真のあるいは中心的な法的主題たるためにはいかなる資質が必要なのか，ということ
が問われるだろう 57)。これらの問いに応えるためには，社会的な法発展の一ー伝統的
な法理論に対抗して環境法が正当な学問領域であるか否かをテストするための一ー主た
る理論的枠組みを検討することが必要である58¥
不法行為法や契約法，刑法，財産法などの伝統的分野は， 一般に，基本的な規範的諸
原則から導かれるか， もしくはそれらと一体化した個人の権利や自由，義務を反映する
ものとして描かれている。ブラックストーン (Blackstone)が抽出した「生命，自由お
よび財産」 ー一人びとの基本的権利として描かれている一ーは，そのような諸原則のひ
とつの定式化である59)。これらの諸原則は，たとえば，手続的ルールに依拠した刑法
犯の訴追や被告人の保護といった憲法上の規定や慣行， もしくは，個人的，集団的な法
的権利・義務，および責務の強制などを通じて明らかとなっている。
1.5.2 法源と理論
すると基本的なこれらの規範的原則の起源は何なのか。プラックストーンの定式にお
いて表明されたような，人びとの基本的な権利と自由は初期のころの法体系60)や文明
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化の初期の法や法制度61), あるいは近代の法体系に含まれている，あるいはまたさま
ざまな文化や宗教にかかわる歴史を通じて見いだされることができる。
(1) 伝統的な英知と初期の法
伝統的な文化的英知と持続可能性という文脈において，裁判官のクリストファー・
ウィーラマントリ (Christopher W eeramantry) は近年つぎのようにのべている： 62) 
……近代の法体系への主たる批判点は―さまざまな時代の英知によ って鼓舞された古来の
法的，社会的，宗教的秩序が，蓄積されてきた知識や啓発の重要性を強調するのに対して一一
現在にのみ注目していることである。古来から伝わる英知 (age-oldwisdom)の多くは，個
人の権利を強調し，現在にのみ注目する近代法によ って無視されている。義務や集団的権利，
将来世代のニーズ，等々が，再度われわれの視野のなかに取り戻される必要がある。［自然を］
開発することは人間の権利である。しかしながら，開発するに際しては持続可能性が存在しな
ければならない。なぜならば，自分たちや自分たちの世代の利益のためのみに開発を行うこと
はできないからである。持続可能性と開発というふたつの原則のあいだのバランスをわれわれ
はいかにして探り当てるのか。
過去のグローバルな英知が，われわれがこの問いに応えるために依拠することのできる最も
貴重な源泉である……。グローバルな英知という場合，人類がこの惑星に住んできた何十万年
もの間に蓄積されてきた英知についてわれわれは語っている。そのような洗練された英知は，
世代から世代へと蓄積され，世界中のさまざまな伝統的文化や宗教のなかに生き続けているの
である。
ウィーラマントリ裁判官はアフリカの先住民の「古来からの英知」に言及している。
そこでは，すべての重大なことがらに関する決定をなすにあたっては，「人間が持つ 3
つの顔」 ("threefoldface of humanity"), すなわち現在の世代の人びと，過去の世代の
人びと，そして将来の世代の人びと，という 3つの顔を思い浮かべてなさなければなら
ないのである。彼はさらにそのような長期的視野に立つ世界観を，アメリカ原住民部族
や，土地を利用した場合には補填されなければならないという考えを保持するオースト
ラリアの先住民，そして，土地の管理人という観念を含意するニュージーランドのマオ
リの伝統的なカイティアキタンガ (kaitiakitanga) の概念63), 等々に帰している64)。彼
はつぎのように指摘している65¥
環境の保護，監督は彼らの文化のなかに埋め込まれており， まさに彼らの存在そのものと一
体化している。この英知は環境との密接な結びつきと観察から生み出されたものであり，社会
活動の指針となっている。
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(2) 宗教上の源泉と原則
ウィーラマントリ裁判官はさらに宗教上の英知にも言及し，ヒンドゥー教や仏教，ユ
ダヤ教，キリスト教，およびイスラーム教の教義や原理に存在する信託，後見人と持続
可能な開発といった共通する要素に言及している66)。
初期のコモンローに大きな影響を与えているユダヤーキリスト教伝統は，自明の基礎
として神の命令と自然法の原理から基本的な法的権利，義務を抽出した67)。たとえば
ブラックストーンは，直接必要なものを公的な蓄えから個人が切り離すことができるよ
うに与えられた，個人への「創造者からの直接の賜物」として財産権を正当化してい
る68)。土地のような資源に関して競争が存在する場合には，大地の支配権は，資源を
制限し，私人に対して土地の権利を付与する「神の権利」 ("divineright") の下で，国
王の法によって行使される。まさにこの伝統がつぎのような世界観を具体化することで，
環境に対する利己的利用と濫用の主たる原因となったとしばしば考えられているのであ
る。すなわち，土地や自然資源は，主に人間が利用するための自然の宝庫であり，それ
に対しては人間が絶対的な支配権を有している，という世界観である69¥
(3) 自然法
以上のような理解は法源に関する主要な理論のひとったる自然法， lexnaturnlis7°lと
いうより広い概念の考察へと導いていく 。その概念の基本的要素ー一文字で記録された
ものとして＿ は，少なくとも古代のギリシャの学者71)たるソクラテス (Socrates)
やプラトン (Plato)72l, アリストテレス (Aristotle)73lの著作や，キケロ (Cicero)7/4) 
のような後期のローマの学者の著作にさかのぼる。
法とは基本的で普遍の「自然法」を反映したものだ， というのがその理論の根本であ
る。これらの「法」は人間に内在する道徳と理性から獲得される。それらはすべての人
間に共通し，普遍的なもので，文化や宗教，あるいは政治構造などの相違を超越してい
る。自然法の原理は，聖トマス・アキナス (SaintThomas Aquinas) 75)やトマス・ホッ
ブズ (ThomasHobbes) 76l, フーゴー・グロティウス (HugoGrotius) 7l, ジョン・
ロック (JohnLocke) 73l, さらにはサー・ジョン・フォーテスキュー (SirJohn 
Fortescue) 79)のような哲学者による解釈を通じて，コモンローの発展に対して大きな
影響を与えている。
キリスト教神学の見解によれば，自然法は創造者によって啓示された「神の法」
("divine law") である。カルビン事件 (Calvin'sCase) におけるエドワード・クック卿
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(Sir Edward Coke) の自然法に関する議論がこの点についてつぎのようにのべてい
る80¥
自然法は，人間の本性を神が創造するときに，人間の生存と監督のためにその心のなかに植え
込んだものである。
ligeanceすなわち臣従の誓約は自然法に則って国王に対してなされるものである：第2に，
自然法はイングランド法の一部である：第 3に，自然法はいかなる裁判官の法あるいは国法に
も先だつものである：そして第4に，自然は不変である。
ブラックストーンも同様な理論的根拠に依拠していた： 81) 
被造物としての人間が創造主の法に従わねばならないことは当然のことである……。
そのような法としてはとくにつぎのような原理が存在する：正直に生きること，他人を傷つけ
てはいけないこと，他人に対してなすべきことを果たすこと……このような自然法は……地球
上のすべてのことがらに関して，すべての国ぐににおいて，そしてすべての時代において拘束
力を有している；自然法に反する場合，いかなる人間の法も正当ではあり得ない……。
フーゴー・グロティウスは一ー 自由航行権 (mareli berum) の概念や「正戦」論
(jusbellum iustum) を含む—―ー国際法の理論を，「神の理性」にではなく「合理的で社
会的な存在としての人間の本性とそのさまざまな行為との［不］整合性」に依拠して展
開している82)。
ロックは，国家もしくは支配者は人びとの「自由と財産」を保護する義務を有してお
り，かりにそれを成就しえない場合には彼は支配の正統性を有しないと確信してい
た83)。アメリカ独立宣言の起草に際してトマス・ジェファソン (ThomasJefferson) は，
キケロやグロチウス，ロックの自然法理論に依拠していた： 84) 
すべての人びとが平等に創造されかつ，創造主によって一定の奪われえない権利，とりわけ，
生命，自由そして幸福追求の権利を付与されているという真理は自明のことであると確信して
いる。
これらの原理は合衆国憲法85), とりわけ前文と権利宣言の意味を有する第 1から第
8条の修正箇条のなかに反映されている86)。1789年のフランスの「人間と市民の権利
の宣言」 (Declarationdes droits de l'homme et du citoyen) 87)も同様な影響を及ぼしてい
る。また， 1215年のマグナカルタや1689年の権利宣言（イギリス）も自然権の観念を取
り込んでいる。
近代の理論家は自然法に対してそれほど人間中心主義的ではなく，人間の活動に対し
て環境と生態学に依拠した制約を課しうるような，より柔軟なアプローチをとっている。
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カトリック神学者のジャーメイン・グリセツ (GermainGrisez) は「新たな自然法」
("new natural law")の提唱者と考えられている。この理論は，人間の本性から導かれ
た人間の善を盛り込み，そしてこれらの善を推し進めるという道徳的義務と結びついた
法のための，規範的な道徳的基礎の存在を仮定している88)。指導的な理論家のひとり
と考えられているジョン・フィニス (JohnFinnis) は，人間の生命や知識，美的経験，
社交性，実践的な合理性，そして崇高な信条，等々の，一定の基本的な「人間の繁栄の
形式」が存在する，と論じている89)。「実践的な合理性」のメカニズムは90), 「すべて
の行為におけるすべての基本的価値の尊重」や「共通善にとって必要なもの」を含む，
選択肢の選定のための道徳的判断基準を提供する91¥
グリセッとフィニスの理論は宗教上の道徳的原理によって影響を受けているが，世俗
的な「新しい」自然法理論は，環境倫理，および健康と人間の生命の繁栄にとって不可
分な持続可能性の原理，そして，共通善にとって必要なもの，等々と確実に共存するこ
とが可能である92)。これらの理論はたとえばホームズ・ラルストン (HolmesRalston) 
のような理論家によってとりいれられている。自然は人間的なもの，非人間的なものを
含めて，道徳的価値の源泉である，と彼は論じている93)。言いかえれば，道徳的価値
は自然的善と調和しなければならない。同じくスコット・デヴィッドソン (Scott
Davidson) は，実践的合理性に関する自然法の概念は，「人間の責務を人間以外の動物
や植物……生態系にまでおよぼさせる環境倫理」へと拡張されることが可能である94¥
自然法理論はさまざまなバリエーションにおいて，独立したカテゴリーとしての環境
法の強力な哲学的正当化を提供することができるのである。
(4) 法実証主義
法実証主義は道徳や正義，価値などの理念よりも，合法性を保障する制度化された法
源に主として焦点を合わせている。それはジェレミィ・ベンサム (JeremyBentham) 
やジョン・オースティン (JohnAustin), そして現代法理学においては H.L.A. ハート
(H. L. A. Hart) などと結びつけられている。
ジェイムズ・ J. ハリス (JamesW Harris)は法実証主義の諸要素をつぎのように要
約している： 95) 
第1に，法の定義に一切の道徳的要素が入らないこと。第2に，法的規定は立法や判決，慣
習などの経験的に観察可能な基準によ って確定されること。［法実証主義者はつぎのように主
張するだろう］実定法以外には法は存在せず， したがって「自然法」のようなものは存在しな
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い。実定法の価値を評価しうる道徳や正義の基準が存在するか否かとはかかわりなく，何が法
なのかということと，その法が良き法か悪しき法かということは別のことがらである。
ベンサムは法実証主義の諸要素の基礎を築いた人物として考えられているが，彼の基
礎となる法哲学は，「正しいか誤りであるかを評価する基準は，最大多数の最大幸福で
ある」という著名な一旬によって描かれる功利主義である96)0 
オースティンの実証主義の理論は，多数者に服従することを命ずる主権者（ただひと
りの支配者かもしくは議会のような集合的機関）の存在を前提としている97)。主権者
が法を定立し，処罰の脅威によって法が強制されている。法は主権者によって定立され，
強制されるルールで，理性や正義，道徳はルールの妥当性を決定することとは無関係で
ある。この理論は法の法的妥当性を決定するが，法が正当化されるか否か，あるいは主
権者が正当であるか否かを決するものではない。それにもかかわらず，正義に反する法
あるいは正当性を有しない主権者によって課された法には従う義務はないであろう。あ
るルールが正当化されるか否かという問題には，法が実際に最大多数の人びとの最大の
善へと導くか否かというテストによって解が与えられるであろう 98)。クリスティン・
シュレーダーーフレチェット (KristinShrader-Frechette) は，功利主義哲学は人びと
に対して「地球を汚染し，人類全体の善を害するような方法で資源を使い果たさない」
ようにする道徳的義務を課していると指摘している99)。もうひとりの実証主義者たる
ハンス・ケルゼン (HansKelsen) も法は道徳から独立していると考えるが，法に対し
て妥当性を付与する規範的基礎たる根本規範 (grundnorm) によって基礎づけられてい
ると考えている100)。
19世紀の指導的な法学者たるルドルフ・フォン・イェーリング (Rudolfvon Ihering) 
は，法を「目的に対する手段」 ("meansto an end") と見ている101)。このアプローチは
「社会的功利主義」102) として分類され，ベンサムとオースティンの初期の理論を反映
している。特定の法的ルールや制度は明確な目的ー一主要な目的は，個人の利益を犠牲
にしてでも社会の利益を社会全体が獲得することである一のために資するものである
と，イェーリングは考えている： 103) 
……われわれは最終的に権利の全体構造の決定的な地点に到達する。すなわち，全体の共通
の利益が個人の特定の利益に優位すること；全体が共通の利益と一体化し，個人のみが特定の
利益を支持する。しかし，全体の力は一一号蛍さは同じであるが一個人の力に勝るものであ
る；そしてその総数が多ければ多いほど全体の力は大きい。
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ハートはより詳細な実証主義の概念を提示している IO~) 。 そこでは行為を規制し義務
を課す第 1次的ルールと， 1次的な法的ルールの変更，裁決，承認を規制する第 2次的
ルールの存在を認めている 105)。第 1次ルールはオースティンの命令説とケルゼンの規
範的アプローチの諸要素を反映している。ハートによれば第 2次的ルールは，「前法的
な」状態からより「成熟した」法的な状態へと発展するためには必要である106)。ハー
トの承認のルールは，何が第 1次的ルールなのかを社会構成員が発見できなければなら
ないということに対応している。そしてこれは，ルールの適用機関に対して，彼らが適
用することが義務づけられている基準を明確にするという義務をも含んでいる。まさに
このことは，第 1次的ルールに妥当性を付与する内的な社会的慣習や規範を首尾一貰し
て承認することをも究極的には含んでいなければならない： 107) 
……妥当性に関する体系の究極的基準によって妥当性を付与された行為のルールは，普遍的
に従われなければならず……法的妥当性の基準を明確に提示する承認のルールと変更および裁
決のルールは，公務員によってなされる公的行為の共通の公的基準として効果的に受容されな
ければならない。
さらにハートは，暴力や財産窃取，そして詐欺などに対する基本的な防御手段を提供
するために，法体系において不可欠のものとして一定の自然法的な要素を認めているよ
うである 108)。
また著述家のなかには，国家によって創設されてはいるが自然法的な道徳的推論に
よって形成された，内在的な妥当性を有する権利・義務の体系へと実定法と自然法を融
合させることを提案する者もいる109)0 
環境法を法実証主義理論に照らして検証するなかで，人間が自然環境において持続可
能なかたちで生きていくことを可能とするような法が，「最大多数の最大幸福」に直接
に貢献するだろうと論ずることも多少は可能である 110)。したがって環境への規制が，
社会功利主義にもとづいて正当化されることは確かである。かりにそのような規制が長
期的視野から見て失敗である場合には，「生命，自由および財産」と法理論に対する哲
学的な議論も，若干アカデミックなものとなるだろう。ケルゼンの厳格な実証主義的ア
プローチやより哲学的なハートの理論に従う場合にも，環境法の法的妥当性に対する基
礎としての持続可能性の原理は，ケルゼンの謎めいた根本規範や一—- 「承認のルール」
のもとで公務員によって承認され，適用されなければならない法的ルールの妥当性要求
を充足している—―ーハートの社会的ルールや慣習をも提供することができる，という強
力な議論も存在する。
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(5) ドウオーキンの解釈的アプローチと権利論
ドナルド・ドウオーキン (RonaldDworkin) は法実証主義の最も強力な批判者と
なった。彼の主要な目的は，道徳と正義が法理論にとって重要であるということを承認
するために，厳格な実証主義者の主張を否定することであった。 ドウオーキンは法をつ
ぎのような解釈的概念と考えている。すなわち，公正や正義といった一貫した道徳的あ
るいは憲法上の諸原理を適用することで，法を解釈し，判決を下すための概念であ
る111)。さらにドウオーキンは，判決は原理に裏づけられ，個人の権利を擁護しなけれ
ばならないと考えている。しかし彼は同時に，個人の権利はコミュニティを形成する諸
個人の集団的権利に道を譲らねばならない時もあるということを認めている： I 12) 
たとえば，なんらかの抽象的な権利を制限する根拠として，裁判官が公共の安全あるいはな
にがしかの必須の資源の欠乏に訴えた場合に，そのような訴えは一抽象的権利が具体化され
たならば―その安全が犠牲とされるか，あるいはそのような資源に対する正当な取り分が脅
かされるような，相互に競合する人びとの権利に訴えているものと理解されるだろう。
これらの原理を，私的財産権行使や共通財の濫用の結果としての生態学的な毀損や自
然資源の枯渇などに適用するならば，持続可能性や予防的アプローチといった原理は，
ドウオーキンの判決形成への解釈的アプローチや権利テーゼと共存可能であることはま
ちがいない。環境保全基金対ラッケルシャウス事件 (EnvironmentalDefence Fund v 
Ruckelshaus) においてバゼロン (Bazelon)首席判事がのべているように，環境に関す
る利害は，「生命，健康，そして自由に対する基本的な個人の利害に［関わる］」ゆえに，
「司法上の特段の保護を求めるに値する」ものである113)0 
1.6結論
独立した主題としての環境法の存在は現在広範に承認されている。自然環境のなかで
相互に関わりつつ生きている，人間存在のあらゆる側面を基礎づけるというその全体論
的性質のゆえに，環境法は法学の分野においてユニークな一分野を形成している。さら
に，私法，公法，そして諸規制といったさまざまな要素を包摂する広範な射程範囲のゆ
えに，他のコモンロー領域においては可能なそれなりの厳密さをもって定義を成すこと
は極めて困難である。それにもかかわらず以上の簡単な議論によって，独立した法学の
一部門としての環境法が，少なくとも伝統的な法学分野＿ 以上ではないとしても一一
と同程度に，歴史的，哲学的，そして法学的正当性を有しているのだということを強
く論証するものであることを期待している。
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人間は相互に依存する生態系ー一それ自身は人間の生存に対しては究極的には無関係
である一 のなかに生きる有機体であることから，ローカルなレベルでもまた地球規模
においても，持続可能なかたちで土地と資源を利用することが必要である。そのような
目的を推進する法原理や規則は，ある意味では「疑う余地なく基本的な」，法の最も
「自然な」部門であるlI~ ) 。
近代自然法理論は，人間性が自然環境に関して一ーそしてそのなかで一ー有 している
親密にして依存的な関係を認識し，環境法が，独立した学問的に一貫した法学の一カテ
ゴリーであることを正当化するための哲学的基礎を提供することができる。コイル
(Coyle) とモロー (Morrow) はつぎのように結論づけている： 115) 
責任と正義に関する一連の議論から見るならば，環境法は，財産，権利，そして自然といっ
た諸要素のあいだの関係に関する， 一貫した省察の産物と考えられるだろう。それは， 17世紀
の自然権理論おけるさまざまな議論に起源を有する哲学的考察の体系である。
現代の環境法における持続可能性の核となる原理は，法実証主義のさまざまな理論と
矛盾せず，また事実，「最大多数の最大の幸福を確保すること」という社会功利主義に
よっても十分に正当化される，法体系への規範的，根元的基礎を提供することも可能で
ある。またさらに環境法は，解釈的アプローチを有効なものとすることも可能である。
そのアプローチは， ドウオーキンの解釈的アプローチにおける法的決定作成において，
個人に対する公正や正義一ーそして他方においてコミュニティを形成する諸個人の集団
的権利をも承認しつつ＿ を含んでいる。
そしてさらに，環境法は一ーそれはいわば，人間もその一部を成す自然界との，そし
てそのなかでの人間との相互関係を制御し，形成しようとしており，また，その持続的
な存続のためにはそれに依存している一ーわれわれの法体系のなかでも，最も根本的，
哲学的に正当化される法学部門であると論ずることも可能であるだろう 116)。
原注
1) たとえば DEFisher, Australian Environmental Law: nonns, principles and 
rules (2nd ed, Thomson Reuters, Rozelle (NSW), 2010) 3頁。その箇所でダグラ
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15) Environment Protection Act 1970 (Vic), s 4 (1). また， EnvironmentalProtection 
Act 1986 (WA), ss 3 (1) (「環境」の定義）および(2)(「人間をとりまく社会的な
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18) ディープエコロジーについては BilDevall and George Sessions, Deep Ecology, 
Li℃ ing as zf Nature Mattered (Gibbs Smith, Salt Lake City, 1985)さらに， A
Naess "The Shallow and the Deep, long-Range Ecology Movements" (1973) 16 
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23) 初期の環境倫理に関する文献の論評については EricKatz "Ethics and 
Philosophy of the Environment: A Brief Review of the Major Literature" (1991) 
15(2) Environmental History Review 79. 
24) Aldo Leopold A Sand County Almanac and Sketches Here and There (Oxford 
University Press, New York, 1949, 1968年再版）． 作家で環境保全運動家，森林
官でもあったレオポルドは，大地への愛と尊敬を基礎とした新たな「土地倫理」
("land ethics") と＿ 人類も生き物社会の一員であることを認識しつつ，生き
物の社会について論じている。彼はその書物の224頁から225頁のしばしば参照さ
れる個所でつぎのようにのべている。「生き物社会の統一性，安定性，美しさを
保全しようとするものは正しいことがらである。そうでないものは誤ったことが
らである。」さらにその後のつぎの作品も参照。 AldoLeopold The River of the 
Mother of God and Other Essays (University of Wisconsin Press, Madison (WI), 
1991). 
25) Rachel Carson Silent Spring (Houghton Mifflin, Boston, 1962). ラケル・カー
ソンは海洋生態学者，自然保護主義者で，農薬の使用が生態系と人間に及ぽす長
期的影響について警告を発している。その書物はより自然で生態学的に持続可能
な害虫駆除の方法の必要性を訴えている。
26) Lynn White "The Historical Roots of our Ecologic Crisis" (1967) 155 (3767) 
Science 1203. 歴史家としてリン・ホワイトは産業革命を生態学の歴史における
転換点を画したものと考えている。すなわち，産業革命によって人間は環境を破
壊し，利用する非常に大きな能力を獲得したのである。「自然を支配」している
という考えを捨て，自然のすべてを尊重する新たな生態学に合致した民主的な政
- 255 - (1333) 
関法第65巻第4号
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Man's Responsibility for Nature(Duckworth, London, 1974)およびRobinAttfield 
The Ethics of Environmental Concern (Columbia University Press, New York, 
1983) ; and E Hargrove Foundations of En℃ ironmental Ethics (Prentice Hall, 
Englewood Cliffs (NJ), 1989)も参照。
27) Garrett Hardin "The Tragedy of the Commons" (1968) 162 Science (3859) 1243. 
科学者で環境保全運動家のガレット・ハーデインは，人口過密と共用資源への自
由なアクセスに懸念を示している。そこでは諸個人は，資源の持続可能性につい
て考慮することなく，自己利益を最大化するように利用するよう動機づけられて
いるのである。自然の水や大気といった共有されている資源を含むすべての自然
資源は，持続可能な形で利用されなければならないという彼の基本的前提は，持
続可能な開発と気候変動に関する現代の多くの論争を根底において支えている。
これらの問題に関する批判的分析に関しては， ElinorOstrom Governing the 
Commons: The E℃ olution of Institutions for Collective Action (Cambridge 
University Press, Cambridge, 1990) ; Carol Rose "Property Rights and 
Responsibilities" in Marina Chertow and Daniel Esty (eds) Thinking Ecologically 
- The Ne四 Generationof Environmental Policy (Yale University Press, New 
Haven (CT), 1997) at 49 ; Frank Van Laerhoven and Elinor Ostrom "Traditions 
and Trends in the Study of the Commons" (2007) 1 (1) International Journal of the 
Commons 3; and Jouni Paavola "Climate Change: The Ultimate Tragedy of the 
Commons" (Sustainability Research Institute, University of Leeds, 2011), 等々を
参照。
28) Paul R Ehrlich The Population Bomb (Ballantine Books, New York, 1968)にお
いて，人口生態学者たるポール・エリックとアン・エリックは，急激な人口増加
は食糧不足を引き起こし，また自然界での緊張をもたらすと論じている。そして
究極的には，人類を維持する環境の能力を人口数が追い越すであろう，と。また
Paul R. Ehrlich and Anne H Ehrlich "The Population Bomb Revisited" (2009) 1 83) 
Electronic Journal of Sustainable Development 63も参照。著者はこの論文で初期
の見解は楽観的過ぎたとのべている。
29) Donella H Meadows and others The Limits to Growth: A Report for the Club 
of Rome's Project on the Predicament of Mankind (Universe Books, New York, 
1972). この報告書は，人間活動に対するよりより持続可能なアプローチが取ら
れないならば，大気汚染や飢饉，人口過密，等々がますます進む結果，われわれ
の世代内において非常な経済的，社会的，そして環境上の危機が生じると警告し
ている。より近年の状況を論じたものとして DonellaH Meadows, J Qrgen 
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30) 21世紀の主要な環境問題に関する有益な概観については， UnitedNations 
Environment Programme 21 Issues for the 21st Century: Result of the UNEP 
Foresight Process on Emerging Environmental Issues (United Nations Environment 
Programme, Nairobi, 2012)参照。また，ニュージーランドにおける環境問題の
概観については Ministryfor the Environment website www.mfe.govt.nz参照。
31) ジョセフ・サックスの初期の著述としては， "ThePublic Trust Doctrine in 
Natural Resources Law: Effective Judicial Intervention" (1970) 68 Mich Law Rev 
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